-------------------------
人事委員会規則（案）
-------------------------
勤務条件に関する措置の要求に関する規則をここに公布する。
平成26年　月　日

高知県人事委員会委員長　山本　俊二郎
高知県人事委員会規則第　号

勤務条件に関する措置の要求に関する規則
勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭和26年高知県人事委員会規則第４号）の全部を改正する。
（趣旨）
第１条　この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第48条の規定に基づき、法第46条及び第47条の規定による職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第135号）第１条及び第２条に規定する職員を含む。以下同じ。）の勤務条件に関する措置の要求、審査及び判定の手続並びに審査及び判定の結果執るべき措置に関し必要な事項を定めるものとする。
（措置要求）
第２条　法第46条の規定に基づく勤務条件に関する措置の要求（以下「措置要求」という。）は、措置要求書正副各１通を高知県人事委員会（以下「人事委員会」という。）に提出してしなければならない。
２　前項の措置要求書（以下「措置要求書」という。）には、次に掲げる事項を記載し、措置要求をする職員（以下「要求者」という。）が記名押印をしなければならない。
(１)　要求者の氏名、住所及び生年月日並びに職名及び所属
(２)　措置要求をする事項
(３)　措置要求をする理由
(４)　要求者又はその者の属する職員団体が措置要求をする事項について既に当局（措置要求をする事項に関し権限を有する機関をいう。以下同じ。）と交渉（法第55条第11項の不満の表明及び意見の申出を含む。以下同じ。）をしているときにあっては、その交渉の経過の概要
(５)　人事委員会からの要求者に対する通知先及び連絡先
(６)　措置要求の年月日
３　要求者は、措置要求書に必要があると認める資料を添付することができる。
４　要求者は、第２項第１号又は第５号に掲げる事項に変更を生じたときは、速やかに書面でその内容を人事委員会に届け出なければならない。
（代理人）
第３条　要求者及び当局（以下「当事者」という。）は、代理人を選任し、及び選任した代理人を解任することができる。
２　代理人は、当事者のために、措置要求に関する一切の行為をすることができる。ただし、措置要求の取下げは、特別の委任を受けた場合でなければ、することができない。
３　代理人のした行為は、当事者が遅滞なく取り消し、又は訂正したときは、その効力を失う。
４　当事者は、代理人を選任し、若しくは解任したとき又は代理人に対して措置要求の取下げに係る特別の委任をし、若しくは当該特別の委任を撤回したときは、書面で次に掲げる事項を人事委員会に届け出なければならない。この場合において、人事委員会は、当該書面の写しを相手方の当事者に送付するものとする。
(１)　代理人の氏名、住所及び職名又は職業
(２)　措置要求の取下げに係る特別の委任をし、又は当該特別の委任を撤回したときにあっては、その旨
５　措置要求は、代理人によってすることができる。この場合においては、措置要求書に、前条第２項各号に掲げる事項のほか、措置要求をする代理人の氏名、住所及び職名又は職業を記載し、要求者の記名押印に代えて当該代理人が記名押印をするとともに、前項の書面を添付しなければならない。
（措置要求書等の調査及び補正等）
第４条　人事委員会は、措置要求書が提出されたときは、その記載事項及び添付資料があるときはその内容について調査するものとする。
２　人事委員会は、前項の規定による調査の結果、措置要求書に不備があると認めるときは、要求者に対し、相当の期間を定めて、その補正を命ずることができる。ただし、当該不備が軽微であって、事案の内容に影響がないものであると認めるときは、人事委員会は、職権でこれを補正することができる。
３　人事委員会は、適当であると認めるときは、いつでも当事者に対し、措置要求をする事項について交渉をするよう勧めることができる。
（措置要求の受理及び却下）
第５条　人事委員会は、前条第１項の規定による調査の結果により、その措置要求の受理又は却下を決定するものとする。この場合において、次に掲げる措置要求については、却下するものとする。
(１)　措置要求をすることのできない者によってされた措置要求
(２)　法第46条の勤務条件に該当しないと認められる事項についてされた措置要求
(３)　法第55条第３項の地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項に該当すると認められる事項についてされた措置要求
(４)　措置要求の趣旨が既に実現されている事項又は実現が不可能であると認められる事項についてされた措置要求
(５)　前条第２項の規定に基づく補正命令に従った補正がされない措置要求
(６)　前各号に掲げるもののほか、不適法にされた措置要求で不備を補正することができないもの
２　人事委員会は、前項の規定により、措置要求を受理したときは、その旨を当事者に通知するとともに、当局に当該措置要求書の副本を送付し、措置要求を却下したときは、その旨を要求者に通知するものとする。
（事案の審査等）
第６条　措置要求の審査は、書面審理によるものとする。ただし、人事委員会は、必要があると認めるときは、口頭審理によることができる。
２　人事委員会は、措置要求を受理したときは、当局に対し、相当の期間を定めて、措置要求に対する意見書の提出を求めることができる。
３　人事委員会は、前項の意見書が提出されたときは、要求者に対し、相当の期間を定めて、当該意見書に対する反論書の提出を求めることができる。
４　人事委員会は、事案の審査のため必要があると認めるときは、当事者に対し、質問をし、又は資料の提出を求め、当事者その他事案に関係がある者を呼び出してその陳述を求め、その他必要な調査をすることができる。
５　人事委員会は、適当であると認めるときは、事案の審査の係属中においても、事案が適切に解決されるよう当事者間をあっせんすることができる。
（審査の併合及び分離）
第７条　人事委員会は、必要があると認めるときは、同一の又は相関連する事案に係る数個の措置要求を併合して審査をし、及び併合した審査を分離することができる。
２　人事委員会は、前項の規定に基づき審査を併合し、又は分離したときは、その旨を当事者に通知するものとする。
（代表者）
第８条　前条第１項の規定に基づき審査が併合されている措置要求の要求者（以下この条において「併合に係る要求者」という。）は、そのうちから代表者１名を選任し、及び選任した代表者を解任することができる。
２　人事委員会は、併合に係る要求者が代表者を選任していない場合において、必要があると認めるときは、当該併合に係る要求者に対し、代表者１名の選任を求めることができる。
３　代表者は、併合に係る要求者のために、措置要求に関する一切の行為をすることができる。ただし、措置要求の取下げは、特別の委任を受けた場合でなければ、することができない。
４　代表者のした行為は、併合に係る要求者が遅滞なく取り消し、又は訂正したときは、その効力を失う。
５　併合に係る要求者は、代表者を選任し、若しくは解任したとき又は代表者に対して措置要求の取下げに係る特別の委任をし、若しくは当該特別の委任を撤回したときは、書面で次に掲げる事項を人事委員会に届け出なければならない。この場合において、人事委員会は、当該書面の写しを当局に送付するものとする。
(１)　代表者の氏名
(２)　措置要求の取下げに係る特別の委任をし、又は当該特別の委任を撤回したときにあっては、その旨
６　代表者が選任されているときは、併合に係る要求者に対する通知その他の行為は、代表者にすれば足りるものとする。
（措置要求の取下げ）
第９条　要求者は、人事委員会が事案について判定をするまでの間は、いつでも措置要求の全部又は一部を取り下げることができる。この場合において、当該取下げは、書面でその旨を人事委員会に申し出てしなければならない。
２　人事委員会は、受理した措置要求について前項の規定に基づき取下げがあったときは、その旨を当局に通知するものとする。
３　第１項の規定に基づき取下げがあった措置要求の部分については、初めから係属しなかったものとみなす。
（審査の打切り）
第10条　人事委員会は、係属している措置要求が次の各号のいずれかに該当するときは、事案の審査を打ち切り、当該措置要求を却下するものとする。
(１)　要求者が死亡、退職その他の事由により職員の身分を失った場合
(２)　要求者の所在が不明となり、事案の審査を継続することができない場合
(３)　関係当事者における交渉による事案の解決、要求の事由の消滅等により事案の審査を継続する必要がなくなったと認められる場合
(４)　要求者が措置要求を継続する意思を放棄したと認められる場合
２　人事委員会は、前項の規定により措置要求を却下したときは、理由を付して、その旨を当事者に通知するものとする。ただし、同項第１号の規定に該当して当該措置要求を却下したときは、要求者に対しては、通知をしないものとする。
（判定）
第11条　人事委員会は、措置要求の審査を終了したときは、その結果に基づいて速やかに法第47条の規定による判定をし、これを書面にして、その写しを当事者に送付するものとする。
（勧告）
第12条　人事委員会は、前条の判定の結果、当局に対して法第47条の規定による勧告をする必要があると認めるときは、書面で当該勧告をするとともに、当該書面の写しを要求者に送付するものとする。
（文書の送付）
第13条　この規則の規定による人事委員会からの文書の送付は、郵送又は使送によりするものとする。
２　前項の規定にかかわらず、文書を受けるべき者の所在が知れないときその他文書を送付することができないときは、文書の送付は、公示の方法によってすることができる。
３　前項の公示の方法による送付は、人事委員会が当該文書を保管し、いつでもその送付を受けるべき者に交付する旨又はその内容の要旨を高知県公報に登載してするものとする。この場合においては、登載された日から起算して14日を経過した時に当該文書の送付があったものとみなす。
（雑則）
第14条　この規則に定めるもののほか、措置要求の審査及び判定の手続並びに審査及び判定の結果執るべき措置に関し必要な事項は、人事委員会が別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
（経過措置）
２　この規則による改正後の勤務条件に関する措置の要求に関する規則（以下この項において「新規則」という。）の規定は、この規則の施行の日前から引き続き係属している措置要求についても適用する。この場合において、この規則による改正前の勤務条件に関する措置の要求に関する規則の規定により行われた手続は、新規則の相当規定により行われたものとみなす。
（職員の苦情の処理に関する規則の一部改正）
３　職員の苦情の処理に関する規則（平成17年高知県人事委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。
第４条第３項中「勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭和26年高知県人事委員会規則第４号）第２条第２項の規定による提出」を「勤務条件に関する措置の要求に関する規則（平成26年高知県人事委員会規則第　号）第５条第２項の規定による受理」に改める。
